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東アジア鉄鋼業の企業類型と貿易構造 (Ⅰ)

川 端 望

Ⅰ 目的と課題

Ⅱ 東アジア鉄鋼業分析のフレームワーク

1 鉄鋼業の企業類型

2 国際分業と技術選択

Ⅰ 目的と課題

Ⅲ 企業類型 ･貿易構造分析

1 世界鉄鋼業における東アジア

2 グループ Ⅰ-1:日本,韓国,台湾-

銑鋼一貫企業による多品種大量生産

(以上本号)

本稿の目的は,東アジア鉄鋼業の競争構造を解明するための基礎作業として,その生産能力

と企業群の構成,国際分業の現状を明らかにすることである.

鉄鋼は現代社会において基礎素材の地位を占めている.建築物,機械,自動車 ･家電などの

耐久消費財は構造材 ･機能材としての鉄鋼によって支えられている.経済発展のサイクルから

言えば,-人当たりの鉄鋼消費量は,工業化の初期において上昇 し,やがて横這いとなって,

経済の成熟とともに低下に転 じる,と言われている.図 Ⅰ-1を見ると,日本が低下局面に入っ

ていると推定されるが,それにしても,かつて木材の地位を鉄鋼が奪ったほどの根本的な素材

転換が生じているとは考えにくい.また,他の東アジア諸国は-人当たり消費が低水準にある

か,急速に上昇しつつあるかのいずれかである.各国とも都市建設 ･開発が進展 し,自動車産

業や家電産業が戦略的に育成されるにつれて鋼材需要が拡大し,供給を自国で行 うか,輸入の

増大にまかせるかの選択を迫られているのが実状であろう.基礎素材産業としての鉄鋼業の生

産 ･貿易 ･対外投資は,東アジア諸国の経済発展を大きく左右する要素と見なければならず,

それを分析することの意義もまた小さくないと思われるのである1).

〔キーワード〕 東アジア,鉄鋼業,大量生産,国際分業,貿易

1)社会科学や社会評論において,産業経済の現在を技術面から特徴づける際に,｢電脳化｣,｢情報化｣,

｢軽薄短小｣,など様々な概念化がなされる.その中には,これらの概念を ｢工業化｣,｢重厚長大｣,

｢重化学工業段階｣などと二律背反的に対置し,繊維産業や鉄鋼業などに過去の経済を, いわゆる先端

産業に現在の経済を代表させる傾向も見られる.要するに,先進国の成長産業の特質を産業経済全体に

あてはめているのである.それが,典型を取り出すという意味である程度有効であることは理解できる
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図 卜 1 東アジア主要製鉄国の一人当たり鋼材見掛消費量の推移

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994

年

出所 :InternationalironandSteelInstitute,SteelStatisticalYearbook1995,Brussels,1996,p.152･

東アジアの工業化とそこでの多国籍企業の役割に関しては,近年の日本だけをみても多くの

研究がある.個別産業研究では自動車産業と電機 ･電子産業の研究が多く,多国籍企業化や生

産システムのグローバ リゼーション研究の事例もこの二つに集中している観がある2). また最

近では,韓国の ｢重化学工業化政策｣を歴史的に評価する研究や,サポーティング産業の研究

もあらわれている3).地域経済における中小企業の役割に注目する見地からも実態調査 ･研究

が行われている4).

これに対 して,アジア鉄鋼業の研究はどうか.日本メーカーの国際競争力を問う見地からは,

平沼亮,山家公雄,沢田雅俊 の論文がある5).中国鉄鋼業に関しては比較的研究が多い.田島

にせよ,留保すべき点もある.第-に,本稿で示すように,鉄鋼業が工業化の重要なファクターとなっ

ている国 ･地域はいぜんとして多い.第二に,先進国のみを考えるとしても,輸出や海外進出を含めて,

成熟産業化した鉄鋼業がどのように再編成をとげるかという独自の問題を忘れてよいことにはならない.

第三に,今日では鉄鋼業の諸活動自体がコンピュータ化されており,｢情報化｣などの名で示される事

態の構成部分をなしているのである.

2)掲げきれないほどの研究があるが,徳永重良 ･野村正賓 ･平本厚 『日本企業 ･世界戦略と実践』 日本

経済評論社,1991年,板垣博編著 r日本的経営 ･生産システムと東アジア.Bミネルヴァ書房,1996年,

など.

3)例えば北村かよ子編 『東アジアの産業構造高度化と日本産業』アジア経済研究所,1997年,柏谷信次

編 『東アジア工業化ダイナミズム｣法政大学出版局,1997年など.

4)関満博 『現代中国の地域産業と企業』新評論,1992年,以後の一連の研究など.

5)平沼亮 ｢鉄鋼高炉業界の 『経営革命JJr財界観測｣1995年10月号,野村総合研究所.山家公雄 ｢鉄

鋼業の国際競争力を巡る課題について｣『調査』第197号, 日本開発銀行,1995年3月. 沢田雅俊

｢ASEAN･中国の鉄鋼産業と日系企業の事業戦略｣(北村かよ子編,前掲書所収).
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俊雄6'が産業組織について考察を加えており,最近では,松崎義 7,,李捷生8,･bit技術革新と企

業改革に注目した精力的な現地調査を行っている.中屋信彦は中国鉄鋼企業の経営分析という

新領域に挑戟 している9).

中国鉄鋼業に関する諸研究には,その独特の経営管理に関する新 しい発見が盛り込まれてい

る･特に,松崎,李の研究は,首都鋼鉄公司について,実態調査に基づ く貴重な諸発見と労働

経済学の方法を結合させ,技術革新の中国独自の特徴と,国有企業の管理機構の構造 ･機能,

その歴史的変遷を詳 しく解明している.また,中国鉄鋼業の内実が発展一色ではなく,旧来の

技術体系や企業経営方式を歴史的前提とした上で,それが再編成される過程にあることも明ら

かにされている.平沼,山家,沢田の論文は,日本企業の実践的な立場から東アジア全体の技

術構成や需給関係を検証 している.

とはいえ,工業化のマクロ的な研究や自動車産業,電機 ･電子産業の研究に比べれば,鉄鋼

業研究は少ないものである.また,中国以外についての現状分析はほとんど見あたらない.ア

ジア鉄鋼業が,全体としてどのような発展の論理と再編成の論理に左右されており,激 しさを

増す企業間の競争の焦点がどこにあるのか,その中で,日本,韓国 ･台湾,ASEAN諸国,中

国などが占める位置はどのようにかわりつつあるのか,といった論点については,なお解明の

余地があるように思われる.現地調査に基づく個別地域と企業の分析に学ぶべきことは当然で

あるが,一度全体を概観 し,発展と再編成の性格,競争の焦点と展望を産業論的に明らかにす

ることもまた有益であろう.

Ⅱ 東アジア鉄鋼業分析のフレームワーク

1 鉄鋼業の企業類型

(1) 企業類型 ･競争戦略 ･競争構造

東アジア鉄鋼業の分析にあたっては,その生産 ･供給能力の水準と構成を明らかにすること

が必要である.供給能力は,工場,事業所,企業,国民経済など様々なレベルでとらえること

が可能であるが,企業の競争関係との関わりを明らかにするには,競争の主体である企業単位

6)田島俊雄 ｢中国鉄鋼業の展開と産業組織｣(山内一男 ･菊池道樹編 r中国経済の新局面』法政大学出

版局, 1990年).

7)松崎義 ｢首都鋼鉄公司｣,同 ｢技術革新｣,同 ｢結語｣(松崎義編 『中国の電子 ･鉄鋼産業』法政大学

出版局,1996年,所収).

8)李捷生 ｢企業改革｣,同 ｢経営主体｣(以上,松崎編,前掲書所収). 同 ｢中国の工業化と賃金政策｣

『政経論叢』(国士舘大学)第95号,1996年3月,同 ｢中国国営大企業の"自主経営体制"と労働関係｣

r現代中国j第67号,日本現代中国学会,1993年6月,同 ｢中国国営大企業における混合型経営の展開｣

F季刊中国研究.3第22号,中国研究所, 1991年5月.これらの論文は加筆 ･修正の上で同 r中国国有大

企業の経営と労使関係』東京大学大学院経済学研究科学位論文,に収録されている.

9)中屋信彦 ｢中国鉄鋼業の国有企業改革と効率性｣『経済論究』(九州大学大学院)第94号,1996年3月.
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での分析が有効であると考えられる.

東アジアには多様な鉄鋼企業が存在しており,一部の企業を取り出して東アジア鉄鋼業全体

を代表させることは適切ではない.多様性を踏まえながら全体の競争関係をつかむためには,

企業や国 ･地域によって異なる競争戦略と企業行動を明らかにし,その総和として競争構造を

把握する必要がある.

生産能力分析と企業の多様性の分析を統一的に進めるために,本稿では生産プロセスを基準

として企業群を類型化する方法をとる.これは,かつて岡本博公が日本鉄鋼業についておこなっ

たものである10'.産業は多様なタイプの諸企業から構成されており,産業の構造は,企業の構

造を基礎に置き,産業を異質な企業群の集合体ととらえることで把握される.具体的な手順と

しては,生産事業所の構造を基礎に,企業の生産プロセスを明らかにし,これを基軸に企業を

類型化する.この企業の類型を,産業の複雑な連鎖のなかに位置づけなおして,相互の位置お

よび対抗関係を確定するというものである.この接近方法は,東アジア鉄鋼業の多様性を踏ま

えながら全体構造を把握するために有効だと思われる.

さらに本稿では,企業類型を基礎に,国 ･地域別に鉄鋼業をグループ化する.東アジア鉄鋼

業の場合,日本 ･シンガポール･香港以外は各国とも鋼材の自給率向上を明確に意識 した政策

をとっており,各国の経済発展や構造調整に各国の鉄鋼業がどう貢献しているかという点が一

つの有力な評価基準となるからである.多様な企業類型の分析を通 じて,｣国の鉄鋼業の供給

能力の到達点を評価することが可能になる.

しかし,国際競争の激化とともに,東アジア鉄鋼業を各国鉄鋼業の集合であると同時に,

つの全体としてとらえる必要もまた強まってきている.国境を越えた原料 ･半製品 ･鋼材の流

れによって,東アジア規模での鉄鋼生産プロセスが形成されつつある.この国際分業構造と,

そこに占める各国 ･地域鉄鋼業および各々の企業頬型の位置を明らかにするために,鉄鋼貿易

の構造分析を試みていく.ここまでが本稿の直接の課題である.

さらに,企業類型 ･国際分業構造は,現時点の競争戦略を規定する.企業類型や産業の構造

が共通である場合には,類似の競争戦略が生じやすいと考えられる11).ただし,規定とは選択

の限界を定めることであって,唯一の選択を決定づけることではない.また,事態を動態的に

とらえるならば,一定の制約の中で選択された競争戦略と企業行動が,旧来の制約要因であっ

た生産プロセスや一国の産業の構造に反作用し,これを変革していくだろう.そして,各企業

10)この段落は,岡本博公 『現代鉄鋼企業の類型分析』 ミネルヴァ書房,1984年,第 1章を参照.なお,

同書の ｢生産構造｣を ｢生産プロセス｣とした.

ll)企業類型論を動態化する理論的視点は,肥塚浩 r現代の半導体企業Jミネルヴァ書房,1996年,第 1

章に学んだものである.本稿は企業組織の階層構造を取り扱っていない分だけ同書より議論が単純であ

るが,これは鉄鋼業の場合,多事業統合企業であるか鉄鋼専業企業であるかという相違よりも,生産プ

ロセスの継起的段階のどこまでを保有するかの相違の方が,企業行動に大きな違いをもたらすと判断 し

たからである.
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の行動の総和として東アジア規模での競争構造が生成する.ある時点での構造的制約要因と,

それを乗り越えようとする企業行動のプロセスの両面が把握されねばならない. これ自体は別

稿の課題であるが,本稿の企業類型 ･貿易構造分析はそのための基礎作業である.

(2) 三っの基本的企業類型

鉄鋼企業の類型化にあたっては,三つの基本類型を出発点とすることができる.すなわち,

代表的な統合企業である銑鋼一貫企業と製鋼圧延企業,単純企業のうちでもっとも広範に存在

する単純圧延企業である12). 後述するように,近年の東アジアではこの枠をはみ出すような企

業が出現 しつつあるが,その独自の意義を明らかにするためにも基本類型から出発することは

重要である.三つの頬型については鉄鋼業研究者には周知の点が多いが,その今日的な特徴を

含めて簡単に整理 しておきたい.

1)高炉法による銑鋼一貫企業

第一の基本類型は,高炉法による銑鋼一貫企業である.製鉄 ･製鋼 ･圧延の基本工程を備え

た銑鋼一貫製鉄所を-カ所以上保有 している企業はこれにあたる. 日本で ｢高炉メーカー｣と

言う場合には銑鋼一貫企業を指 している.銑鋼一貫製鉄所のほかに,より統合度の低い事業所

を保有 している場合もある.銑鋼一貫製鉄所の基本原料は石炭を蒸 し焼きにしたコークスと,

鉄鉱石を事前処理 した焼結鉱またはペレットである.製鉄所によっては,これらの事前処理工

程も備えている.その後,主要工程としての製鉄,製鋼,圧延工程を通過する.製鉄工程では

焼き固められた焼結鉱を高炉で還元,溶解 して銑鉄 (iron)をっくる.コークスは主要な還元

剤として作用する.銑鉄は炭素の含有量が多く,また不純物を含んでいる.製鋼工程ではこれ

を精錬 ･脱炭 して目的に沿った成分の鋼 (steel)とし,溶鋼をスラブ, ブルーム, ビレット

など半製品に鋳造する.かつては,溶鋼をいったんモール ド内で造塊 してから再度加熱 して分

塊圧延 していたが,現在の先進国では,溶鋼を直接鋳込む連続鋳造法が主流である.圧延工程

では各種圧延機によって,回転するロールの間に半製品を差 し込み,これを押 し伸ばしていく

ことで形状 ･寸法 ･材質を整えて鉄鋼製品を生産する13).

こうした生産プロセスをもった銑鋼一貫製鉄所は,技術のタイプとしては製鉄 ･製鋼工程が

装置的労働手段,圧延工程が機械的労働手段を主としており,さらに排熱の回収 ･再利用のた

めの動力労働手段も多数結合されている14).そして,単位設備あたりの巨大化と相互の連続化 ･

密集配置によって生産性の向上と排熱 ･副産物の有効利用が図れるという特徴を持っている.

12)単純圧延企業が単純企業の代表となるのは,鉄鋼業の中心が鋼材生産である,いわゆる ｢鋼の時代｣

に入ってからである.

13)本稿では,鋼管の製造 (製管)については圧延に準じるものとみなす.

14)労働手段の種別区分については,中峯照悦 『労働の機械化史論』渓水社,1992年,165-169頁による.

産業のレベルでの化学工業,機械工業,動力工業としての複合的性格については,同上,248-250頁,

十名直音 『鉄鋼生産システム』同文舘,1996年,3-5頁も参照.
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コンビナートとしての規模の経済性が強く作用するのであり,最小経済単位が年間粗鋼生産能

力300万 トンにも達する.必然的に企業規模も大きくなり, しばしば巨大企業の物質的基礎 と

なる.電九 水道,港湾をはじめとするインフラストラクチュアの整備も必要である.さらに,

機械的な加工組立産業に比べると,立地 ･レイアウト･設備体系が生産性を大きく規定 してし

まうが,一方で,巨大な設備体系を円滑に機能させる生産管理が必要となる.これらの特徴は,

発展途上国における銑鋼一貫製鉄所の建設を困難なものとしてきた.

その一方で,近年の東アジア諸国 ･地域の経済発展のあり方は,銑鋼一貫生産に重要な意義

を与えている.それは,鋼材需要が大量消費型生活様式と,二つの経路で結びっいていること

による.ひとつは,いわゆる輸出志向工業化を通 じて,先進国の生活様式と結びついた輸出産

業からの鋼材需要が強まることである.またもうひとつは,NIES,ASEAN諸国 ･地域自体

における大量消費型生活様式の広がりである.いずれにしても,自動車のボディ,家電製品の

外板,食缶などに利用される薄板類の需要の拡大を伴う15). ところが,薄板類の生産は,高度

な生産管理 ･品質管理を要するため,次に述べる電炉法ではつくりにくく,従来,大部分が銑

鋼一貫製鉄所で行われてきた.さらに,すべての薄板類の圧延は,スラブをホット･ストリッ

プ･ミルで熱間圧延するところにはじまり,その後,そのまま製品になったり,冷間圧延され

たり,めっきされたりというように枝分かれしていく.このため,ホット･ストリップ･ミル

の性能が全薄板類に関わってくる.また,ホット･ストリップ ･ミルは薄板圧延設備の中で規

模の経済性がもっとも強く働くことになり,大規模な銑鋼一貫製鉄所で操業してこそコストを

低減できるのである16). このことは,大量生産 ･大量消費の進展にとって,ホット･ス トリッ

プ･ミル,さらには銑鋼一貫製鉄所の存在を決定的なものとしているのである.

ただし,銑鋼一貫製鉄所で製造される鋼材は,薄板類に限らず多岐にわたっている.鋼の成

分に注目して言えば普通鋼もあればステンレスなどの特殊鋼もあり,また製品形状に即しては,

薄板類 (熱延鋼板 ･帯鋼,冷延鋼板 ･帯鋼,亜鉛めっき鋼板,ブリキなど),厚中板 (薄板類

とあわせて鋼板類という),条鋼類 (棒鋼,線材,形鋼),鋼管,などがある. したがって,秦

件によって,薄板類のみを製造する一貫製鉄所もあれば,フルラインの多品種生産を行う一貫

製鉄所もある.さらに同一品種の鋼材でも厚み ･組成 ･めっき厚などについて様々な仕様にわ

けられて生産される.

以上は,現在の先進国に見られるような設備構成を念頭に置いた場合であるが,国 ･地域に

よっては同じ銑鋼一貫製鉄所でも性質の異なるものもある.後に中国について具体的に述べる

15)薄板とは,厚さ3ミリメートル未満の鋼板である.本稿で薄板類という場合は,切り板状の薄板と長

尺のままコイル巻きした広幅帯鋼,帯鋼を含み,また熱延薄板,冷延薄板のはか,めっき鋼板, ブリキ

鋼板などを含めて,広い意味で用いる.この場合,ホット･ス トリップ ･ミルを経由して生産されると

いうところが共通である.統計では切り板状の薄板とコイル上の帯鋼が別物とされることも多く, めっ

きその他の二次加工されないものだけを薄板と言う場合もある.

16)ホット･ストリップ ･ミルの基幹的位置を明示したのは岡本,前掲書,56-57頁である.
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ことになるが,製鋼炉が日本では既に姿を消した平炉であったり,半製品の製造が造塊 ･分解

法で行われ,製品も条鋼類が中心である場合,また設備の種類は同じでも規模が著 しく小さい

場合などがありうる.この場合,同じ基本類型の範囲内であっても,異なる歴史的事情を背後

に控えていること,独特な市場環境との関わりによって存立していることなどに注目しなけれ

ばならない.

以上の点を踏まえて,この類型の中心となる銑鋼一貫製鉄所の原材料 ･設備 ･製品の構成を,

さし当たり先進国を念頭に置いて模式化すると以下のようになる.括弧内は原料と製品,〔 〕

内は,場合によっては製鉄所と別に存在していることを示す.

<〔(鉄鉱石)一焼結炉 ･(石炭)-コークス炉〕一高炉一転炉一連鋳機-ホット･ストリップ･

ミルを軸とする多様な圧延機-(薄板頬を中心とする多様な鋼材)>17)

また,一時代前の設備構成を念頭に置けば以下のようになる.

<〔(鉄鉱石)-焼結炉 ･(石炭)-コークス炉〕一高炉一平炉-モール ド･分塊圧延機一条鋼 ･

形鋼を中心とする圧延機-(条鋼 ･形鋼を中心とする鋼材)>

2)電炉法による製鋼圧延企業

第二の基本類型は電炉法による製鋼圧延企業である.製鋼所と圧延所のみ保有する企業であ

るが,多くの場合,製鋼 ･圧延を-カ所で行う製鋼圧延所を保有している.このほか,製鋼所

と圧延所が分離していたり,製鋼圧延所の他に単純事業所を保有している企業もある.製鋼圧

延所では主としてスクラップを,副次的には冷銑や還元鉄を原材料とし,これを電気炉で溶解 ･

精錬して溶鋼をっくる.電炉法はかつては特殊鋼を少量生産する技術であったが,第二次大戦

以降,普通鋼生産にも用いられるようになった.連続鋳造以降の工程は,原理的には銑鋼一貫

企業と同じであるが,従来,普通鋼の製品は建築 ･土木用の条鋼 ･形鋼に限られていた.その

理由は,スクラップには様々な不純物が入り込んでいて,鋼板用の清浄な溶鋼の生産に適さな

かったことと,スラブ連鋳機とホット･ストリップ･ミルに規模の経済性が強く作用していた

ことである.電炉法の最小経済単位は粗鋼年産30万 トンと言われており,市場規模の小さい国 ･

地域でも成り立っ事業所 ･企業類型である.創業と工場建設も銑鋼一貫メーカーよりははるか

に容易であり,経営組織や管理システムも単純なものですむ.ただし,特殊鋼は多品種少量生

産される一方,普通鋼では製品構成が限られているため,操業度の維持によって製品あたり固

定費の削減を図る,量産の論理が作用することは銑鋼一貫生産と同じである18).

後発国にとって,電炉法による普通鋼鋼材の半一貫生産は銑鋼一貫生産よりもはるかに容易

17)なお,実際には溶銑予備処理,取鍋精錬,錫や亜鉛のめっきなども重要な意味を持っが,骨格のみを

示すために省略した.

18)Piore,MichaelandCharlesSabel,TheSecondIndustT･ialDivide,NewYork,BasicBooks,

1984,山之内 ･永易 ･石田訳 『第二の産業分水嶺』筑摩書房,1993年,は,ポスト大量生産を考える上

で貴重な研究である.ただし,高級品を多品種生産する特殊鋼電炉と,汎用品を少品種生産する普通鋼

電炉を一括して ｢クラフト生産｣の系譜に入れ,｢大量生産｣と対立させているのは大まかに過ぎる.



8 季刊経済研究 第20巻 第 2号

である.経済成長への対応としても,多数の企業が創業することで,建設需要の増大にはかな

りの程度対応 しうるだろう.しかし,従来は,薄板頬が生産できなかったため,自動亀 家電,

容器,多様な機械類といった産業が発達すれば,製鋼圧延企業だけでは十分な供給がおこなえ

なかったのである.

この類型の中心となる製鋼圧延事業所の原材料 ･設備 ･製品構成を模式化すると,

<(スクラップ,冷鉄,還元鉄)-電炉一連続鋳造機一条鋼もしくは形鋼圧延機-(条鋼 ･形鋼)>

となる19).

なお,野村総合研究所が日本市場での経験則も含めて高炉法と電炉法の特徴を対比した表Ⅱ-

表Ⅱ-1 高炉と電炉の事業特色の比較

高炉一貫製鉄法 普通鋼電炉製鉄法

成立条件コスト製鋼品質圧延品質商流課題 ･最小経済単位が粗鋼年産300万 トン ･最小経済単位が粗鋼年産30万 トン

･人口で1000万人が必要 ･人口が100万人以下でもよい

･鉄鋼蓄積量が少なく鉄屑が少なくてもよい ･還元鉄がなければ鉄屑のリサイクルが前提

･原料を輸入するときは鋼材輸出が必要･粗鋼年産能力 1トンあたり20万円の投資 ･地域限定型の事業の方が経営が安定する･粗鋼年産能力 1トンあたり5万円の投資

･変動費は電炉より安い ･変動費は高炉より高い

･本社費と金利が電炉より高い傾向がある･プレスや ｢しごき｣などの加工性に富む ･本社費と金利が高炉より安い･強度が必要な構造材に向く

･鋼が清浄であり軟鋼ができる ･銅,クロムなどが入りやすく固い

･鋼中に窒素が20ppmに抑えられ割れにくい･コストをかけて圧延寸法精度を高めている ･鋼中の窒素が50-100ppmになり割れやすい･圧延寸前精度の許容範囲がより緩い

･制御冷却で品質のつくり分けを細かくする ･熱処理制御の許容範囲が緩い

･表面品質要求が厳しい製品が多い･鋼板で電炉品より5000円/ トン以上のエキストラ価格がつく･JⅠSを超える技術サービスを伴 う商権が大半･経営階層が複雑で体質改善に時間がかかる ･表面品質にこだわらない製品が多い･安ければよい･JⅠSに合えば商社や特約店への売り切り･経営階層が単純で経営の機動性に富む

･電炉鋼品質と高級鋼のつくり分けが難しく, ･新技術の追随参入が容易で,先行者利潤が

出所 :野村総合研究所が作成 したものも 平沼亮 ｢鉄鋼高炉業界の r経営革命｣｣12貢より引用.

19)特殊鋼専業の製鋼圧延企業の場合には,ゼンジミアミルによるステンレス鋼板圧延など,鋼板類を含

めた多様な鋼材生産がおこなわれる.本稿では特殊鋼生産に関する独自の検討は省略した.
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1と,韓国を例に熱間条鋼圧延機と熱間鋼板圧延機 (厚板を

含む)の規模分布を対比 した表Ⅱ-2を掲げておく.高炉法

と電炉法の規模,製品に関する特色,ホット･ストリップ ･

ミルにはたらく規模の経済性を再度確認できるだろう.

3)単純圧延企業

第三の基本類型は,単純圧延 (単圧)企業である.圧延事

業所のみを保有 し,圧延のみを行っている.スラブ, ビレッ

ト,ブルームなどの半製品を調達 し,これを圧延 して製品と

している.先進国では,多 くは条鋼 ･形鋼のメーカーであり,

企業規模も製鋼圧延企業に比べていっそう小規模である.

ただし,後発国の場合には,やや事情が異なってくる.銑

鋼一貫企業を持たない国 ･地域において工業化が進展 し,薄

板類の需要が拡大 した場合,調達のためには二つの方途があ

る.薄板類そのものの輸入を拡大することと,スラブを輸入

して単圧企業で圧延することである.後者の場合,ホット･

ストリップ ･ミルやコール ド･ストリップ ･ミルを備えた,

比較的大規模な単圧メーカーが出現することもありうるので

ある.よって,単圧企業の場合,製鋼圧延企業よりもかえっ

て製品構成は多様である.

9

表Ⅱ-2 韓国における熱間圧延

機の規模と形式

区分 基数

1万 トン未満

1-10万 トン未満

10-20万 トン未満

20-40万 トン未満

40-70万 トン未満

70万 トン以上

16
34
19
15
if]

5
小 計 100

小 計 12
計 112

出所 :バク ユースー ｢1996年韓国の

鉄鋼設備能力および1997年の設

備投資見通 し｣r鉄鋼報｣1997

年 3月号,韓国鉄鋼協会, 日本

鉄鋼輸出組合海外調査専門委員

会の訳出による.

この類型が保有する単圧事業所の原材料 ･設備 ･製品の構成を模式化すると,

<(半製品)一多様な圧延機-(多様な鋼材)>となる.

4)その他の頬型

以上の基本類型の他にも,高炉による単純製鉄企業,電炉による単純製鋼企業,などが考え

られ,実際に存在 している.これらは日本では大きな意味を持たないが,後述するように,中

国では単純製鉄企業が多数存在 している.基本類型から外れた企業が存在する場合は,個々の

条件に特に注目して考察する必要がある.

2 国際分業と技術選択

(1)生産プロセスと企業類型のアジア展開

ここでは,以上の企業類型を前提とし,東アジア鉄鋼業の構造と近年におけるその変化をと

らえるための一般的なフレームワークを提示する.

1970年代後半から1980年代前半までの日本における生産プロセスと,そこから見た企業類型

間の関係を単純化 して示 したものが図Ⅱ-1の枠線内である劫). 銑鋼一貫企業のみが素材 ･半

製品の流れを企業内で完結的にコントロールして,多品種 ･大量生産を行えること,鋼板類に
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っ いて は,銑鋼一貫企業 が製鉄 ･製鋼工程 を独 占す るとと もに,圧延工程 で も大 きな地位 を 占

めて いること,条鋼類 の生産で は銑鋼一貫企業 と製鋼圧延企業が競合 してい ること,単圧企業

が各種鋼材 の圧延 において一定 の役割 を果 た して いることがあ らわ されて い る. これ らの関係

は後 に具体的な数字 によ って示す こととす る.

元来,産業 の競争関係 は一国で完結 しているもので はない. 日本鉄鋼業 の場合 も,原材料 の

図Ⅱ-1 分業関係と企業類型

東アジア鉄鋼業の成長
日本国内の工程完結から東 ア ジア 規 模 で の 国 際 分 業 へ

出所 :岡本博公 F現代鉄鋼企業の類型分析』348貢を参考にして筆者作成.

20)筆者の図Ⅱ-1も,岡本,前掲書,348頁の第7-7図も,企業間の関係 と,生産 プロセスのどの部分

をどの企業頬型が担当しているかの関係をあらわしている.ただし,岡本の図は企業 ･企業 グループを

ベースにして,そこに工程を重ねているので,異なる企業類型が同一の工程を保有する部分で同 じ工程

が二度書かれている.筆者の図は生産プロセスをベースにしているので,同一の工程に複数の企業類型

がかぶさっている. これは,岡本の図が企業間関係をあらわそうとしているのに対 して,筆者の図が企

業間 ･企業内を問わず分業関係をあらわそうとしていることの違いである.なお,本稿で分業 という場

合には, ことわりなき限り企業間 ･企業内を問わないものである.本来,両者を含めて ｢社会的分業｣

と呼ぶべきことについて,岩田昌征 『現代社会主義 ･形成と崩壊の論理』第 2版, 日本評論社,199粍

第 2章第 3節を中心とする解明に学ぶところが大きかった.
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大部分を輸入し,また製品の少なからぬ部分を輸出してきた. しかし,こと製銑 ･製鋼 ･圧延

の主要工程に関する限り,三つの企業類型のすみわけと一部競合の関係を通 じて,国内に各工

程の大部分が完結的に保持されてきた.日本産業全体について言われる ｢フルセット｣型構造

の個別産業版といってよい.

さらにこの図は,1980年代初頭までは,東アジア鉄鋼業において日本の生産能力が圧倒的な

部分を占めていたことを示してもいる. しかし,近年の東アジアにおいては,日本 ･韓国の鉄

鋼企業の海外進出や各国鉄鋼業の発展によって∴東アジア全体としての国際分業関係が形成さ

れつつある.このため,図Ⅱ-1の競合 ･すみわけの関係も,矢印のように東アジア全体に拡

散し,各国 ･地域の鉄鋼企業が,その一翼を担うものへと変わりつつある21). この分業関係の

解明のために,企業類型分析と貿易構造分析が要請されるのである.

(2)鉄鋼業の発展過程における技術選択

東アジア諸国 ･地域鉄鋼業の発展プロセスはどのようなパターンをたどり,国際分業関係を

広げていくのであろうか.

鉄鋼業の事業所 ･企業類型のあり方は,鉄鋼業を育成しようとする発展途上国にとっては,

技術選択を迫るものとなってきた.第二次大戦後の場合,工業化の初期段階において,電炉法

による製鋼圧延企業や単圧企業が少数存在するところから始まる点,土木 ･建設事業の発展に

対応して製鋼圧延企業の発展を図る点は多くの途上国に共通であるが,ある段階で,薄板類の

安定的確保のために銑鋼一貫工程に沿った薄板類の量産が必要となる.そこで,一挙に銑鋼一
ヽ

貫製鉄所の建設を試みるか,一貫工程の川下工程から川上に向かって段階的な発展をめざすか

という選択を迫られるのである.

一貫製鉄所の建設は,障壁は高いが,それをクリアーした場合の経済効果も大きいとみられ

ている.障壁とは,大量生産を支えるだけの鋼材需要の確保,インフラストラクチュアの整備

や,当初から巨大な企業を設立するための資金調達,効果的な技術吸収と習熟の経路の発見な

どである.これらに対処するために,経験則的には国家の関与が不可避と考えられている.そ

して,障壁をクリアーした場合には,渡辺利夫が韓国について述べたように,先進国のできあ

いの技術 ･設備,さらには企業経営の主体や能力をも導入することによって急速な成長を実現

する,いわゆる ｢後発性の利益｣がはたらくといわれている22).

21)矢印は日本の鉄鋼企業の海外進出をあらわすのではなく,企業間の競合とすみわけの関係が,東アジ

ア規模のものになっていくという意味である.前の注20で述べたような作図法をした意味はここにある.

22)渡辺利夫の ｢後発性の利益｣論は,『開発経済学』第2版,日本評論社,1996年など多 くの場合にお

いてはマクロ経済的に一般化して語られる. しかし,こと技術導入に関する限り,技術の性格によって

濃淡があると指摘している場合もある.例えば,同 『韓国経済入門』筑摩書房,1996年,129-131,159

-161頁では,鉄鋼業を含む ｢標準化技術｣を導入できる産業と品質 ･工程管理技術がより重要な機械

産業や最先端技術が区別されている.筆者はこの区別は重要だと考える.
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上記の選択が大きなリスクを伴うことはいうまでもない.そのため,多くの場合は,川下か

ら川上に向かっての段階的な発展経路が選択される23).亜鉛めっき鋼板を例に取ると,輸入冷

延鋼板の表面処理から輸入ホット･コイルの冷間圧延 ･表面処理へ,さらに輸入スラブの熱延 ･

冷延 ･表面処理へ,そして銑鋼一貫製鉄所の建設へ,という経路である.この過程に先進国の

資本参加 ･対外直接投資や技術協力が関与することももちろんある.とはいえ,この場合でも

製銑工程と製鋼工程は同時に立ちあげることになり,かなりの大規模事業になることは避けら

れないのである.

アジアに限らず,第二次大戦後に,工業化の初期段階からの飛躍を試みようとした発展途上

国鉄鋼業は,大きく言えば上記二つの選択の間を揺れ動いてきたといえるだろう.

しかし,中国の ｢改革 ･開放｣政策は,上記のパターンとは異なる問題を生み出すことになっ

た.｢改革 ･開放｣への転換の時点で,すでに独自の計画経済と技術政策のもとで膨大な鉄鋼

生産能力が形成されていたからである.独自の構造を持っ生産能力が経済体制の転換と世界市

場競争にさらされ,再編成を迫られるという事態は,東アジア鉄鋼業のあり方を大きく左右す

る.

いずれにせよ,日本を除く東アジア鉄鋼業の発展パターンは,上記の三つの経路を基本とし

つつ,歴史的背景,国家や外資一の関与のあり方,労働面を含む技術吸収の条件などに国 ･地域

毎の独自性をもって展開してきたとみなすことができるだろう.

(3) 新技術のインパクト

1)還元鉄製造技術への注目

三つの企業類型が基本をなす状態は現在も続いているが,近年では新たな展開も見られ,そ

れが途上国の鉄鋼業の発展パターンにも影響を与えようとしている.まず,高炉法以外の製鉄

技術がクローズ ･アップされているということである24). 1

ひとっは日本,韓国,南アフリカ,アメリカなどで開発中の溶融還元法である.溶融還元法

とは,日本で開発されているDIOS法を例に取ると,低品質の粉鉱石を原料,一般炭を還元剤

とし,年産70万 トン程度と予想される溶融還元炉で溶銑を生産する技術である.大型高炉が年

産300万 トンを超えることと比べれば,中規模生産の技術といえる.環境汚染のもとであるコー

クス炉 ･焼結炉への投資を省き,また高炉の弱点である操業度調整を容易にすること,さらに

コストを10%程度下げられることから,主として先進国で高炉法を代替または補完することが

期待されている.DIOS法が実用化された場合の銑鋼一貫製鉄所における原材料 ･設備 ･製品

23)この経路については,戸田弘元 『現代世界鉄鋼業論』文展堂,1984年,第6章が詳しく考察している.

24)遺元鉄製造技術については,主に日本鉄鋼協会生産技術部門調査検討部会 『大競争時代に向けた鉄鍋

業の新たな挑戦』1996年 6月,74-81頁を参照.なおDIOS法とMidrex法以外の技術についても本書

を参照されたい.
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構成の模式図は以下のようになる.

<(一般炭 ･粉鉱石)-溶融還元炉一転炉一連続鋳造機-ホット･ストリップ ･ミルを軸とする

多様な圧延機-(薄板類を中心とする多様な鋼材)>

もうひとつは,従来からある直接還元法が改めて注目されているということである.直接還

元法とは,鉄鉱石を還元 して固体状態で取り出す技術である.現在のところもっとも生産量の

多いMidrex法を例に取ると,鉄鉱石を原料とし,天然ガスを還元剤として使用する.製造さ

れた還元鉄は,電炉で溶解精錬することが必要である.生産能力は年間100万 トン程度である.

設備構成が単純であり,中規模製鉄所に適 しているが,天然ガスを安価に入手できるという条

件が必要である.薄板を含めた一貫生産も可能である.また,高炉法 ･溶融還元法と異なり,

製鋼炉と必ずしも近接する必要がないため,独立の事業所となることができる.こうしたこと

から,鋼材需要の一定の増大と鉄源不足に対応した技術として,NIEsや途上国を中心に期待

を集めているのである.

直接還元法における原材料 ･設備 ･製品の模式図を,単純還元鉄製造所について記せば,以

下のようになる.

<(鉄鉱石 ･天然ガス)一直接還元炉-(還元鉄)>

還元鉄は通常は電炉に装入されるが,薄板を含めた一貫生産も可能である. したがって,以

下の模式図であらわせる還元鉄一貫製鉄所もあり得るし,後述するように現存 している.

<(鉄鉱石 ･天然ガス)一直接遺元炉一電炉一連続鋳造機-ホット･ストリップ ･ミルを含む多

様な圧延機-(多様な鋼材)>

図Ⅱ-2 各製鉄ルートによる鋼コスト比較

r一一-.!Cl ●●十 一一!bl
a

高 炉 高 炉 COREX 鉄浴SR MidrexDR スクラップ
I l l I I l

転 炉 転 炉 転 炉 転 炉 電 炉 電 炉

100万トン/年 300万トン/年100万トン/年

原資料 :的場記念川渡セ ミナー, 1995年 8月.

出所 :日本鉄鋼協会生産技術部門調査検討部会 『大競争時代に向けた鉄鋼業の新たな挑戦』,80頁.
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企業類型としては,単純還元鉄製造企業,還元鉄製鉄製鋼企業,還元鉄一貫企業などがある.

還元鉄一貫企業には,還元鉄一貫製鉄所を保有する場合と,単純還元鉄製造所,還元鉄製鉄製

鋼所,製鋼圧延所,単純圧延所などを保有 して一貫生産を保っている場合がある.

なお,四つの製鉄プロセスについて,アメリカという同一立地での鉄および鋼製造コス トの

試算を行った結果が図Ⅱ-2である.Corex法一転炉とは,直接還元法に溶融還元法を組み合

わせたものである.原燃料価格によって条件がかわってしまうが,100万 トン規模では高炉法

以外の製鉄法が有利な場合 もあると推定できる.

2)薄スラブ連続鋳造法の登場

製鋼 ･圧延工程では,薄スラブ連続鋳造機の実用化によって製鋼圧延企業に重大な変化が起

こりつつある.薄スラブ連続鋳造機とは,その名の通 り板厚の薄いスラブを鋳込む連続鋳造機

であり,これをコンパクトなホット･ス トリップ ･ミルと連続化 してコンパクト･ス トリップ ･

プロダクション･システム (CSP)を形成する25).銑鋼一貫メーカーのホッ ト･ス トリップ ･

ミルの年産能力が,例えば日本では平均332万7000トンであるのに対 して,薄スラブ連鋳機 は

最大でも韓宝鉄鋼工業の年産200万 トンであり,世界各国のプロジェクトも100万 トン程度のも

のが多い26). 当然のことであるが,投資額 も高炉メーカーより小さくて済む.

この技術は普通鋼電炉メーカーが薄板市場に参入することを可能にした.1989年のアメリカ

Nucor社クロフォー ドビル工場が操業を開始 し,以後,アジアを含む各国で建設プロジェク ト

が目白押 しとなっている.WilliamT.Hoganによれば,すでに一般品質の薄板を競争力ある

コス トで,ほぼ安定生産できることは実証されている27).ただし,製造できる厚 さと品質に制

約がある.特にスクラップを原料とする限りは鋼の清浄度,残留成分に制約があることは避け

られない.そのため,薄スラブ連鋳で製造された薄板の用途は,いまのところ建設鋼材を中心

としており,その他には玩具,溶接管などに限られている.これを解決するために,アイアン･

カーバイ ドや還元鉄を調達 して原料とする試みがはじまっている.薄スラブ連鋳法の発展によっ

て,低グレー ドの薄板類市場における製鋼圧延企業と銑鋼一貫企業 との新たな競合関係が生 じ

つつある.

なお,薄スラブ連鋳の実用化によって生 じた製鋼圧延事業所の原材料 ･設備 ･製品構成は以

下のようになる.

25)CSPはドイツのSMS社の商品名でもある.ISP方式など,圧延方式の異なるプロセスが他社でも開

発されている.日本では,薄スラブ連鋳機を使ったプロセスを,圧延機まで含めて薄スラブ連鏡と呼ん

でいることも多い.

26)日本の数値は1992年12月現在.公正取引委員会 『鋼材市場実態調査』1994年4月,21頁.韓宝鉄鋼と

世界のプロジェクトについては,｢アジア各国の現有鉄鋼生産設備一覧｣鋼材倶楽部鉄鋼情報サービス

室,1997年5月,およびHogan,William T.,Steelinthe21stCentuT.y,NewYork,Lexington

Books,1994,松田常美訳 『21世紀の鉄鋼業｣日鉄技術情報センター,1996年,85-86頁より判断した.

27)Ibid.,松田訳,178頁.以下,段落の終わりまで,同書邦訳の171-197頁を参照.
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<(スクラップ,冷鉄,還元鉄卜 電炉一薄スラブ連鋳機-ホット･ストリップ ･ミルなど薄板

圧延機-(薄板類)>

(4)貿易構造と国際分業

三っの発展パターンの進行と新技術のインパクトに対応 して,東アジア鉄鋼業における国際

分業関係は変化する･生産プロセス ･企業類型の配置と対応 した貿易構造がこれをあらわすが,

そこには二つの要因が作用する.一つは,絶対的な生産能力の過不足であり,例えば国内の企

業が高い生産性を示すにもかかわらず,能力不足のために輸入をおこなっている場合などは,

この要因が強く作用している. もう一つは競争力および競争戦略の影響である.国際競争の結

果として品種毎のすみわけや競合が生 じている場合,あるいは戦略的に生産品種を選択 した結

果として貿易が生 じている場合などがこれにあたる28).

以上は,あくまでも一般的考察にもとづくフレームワークに過ぎない.以下,具体的に企業

類型に基づく国 ･地域のグループ化と,貿易構造分析をおこなっていこう.

‖ 企業類型 ･貿易構造分析

1 世界鉄鋼業における東アジア

世界鉄鋼業の粗鋼需給関係を概観 したものが表Ⅲ-1である.1984-95年の間に,日本以外

の東アジア諸国が占める比重は,生産では10.0%から21.2%に,見掛消費では12.9%か ら29.7

%へと著 しく増大 した.同時期の他地域の変動を見ると,西欧,北米,日本が横這い,ラテン

アメリカが微増,旧ソ連 ･東欧が著 しく縮小という構図になっている.また,84年には日本一

国の生産が他の東アジア諸国 ･地域の合計を上回っていたが,94年には逆転されている.さら

に,消費と生産の差から計算 した需給バランスをみると,東アジア諸国の鋼材不足が著しくなっ

ていることがわかる.94年の日本を除 く東アジア諸国は6065万1000トンの不足,日本を含めて

も4176万4000トンの不足となっており,これは他地域からの輸入で埋め合わされているわけで

ある.東アジア諸国 ･地域,特に日本以外の諸国 ･地域が,いまや鉄鋼の主要生産地域となり

つつあり,また,それ以上に市場 ･輸出先として意義を高めていることがわかる.

東アジア鉄鋼業の企業類型分布を,データを入手できない中国と北朝鮮を除いて国 ･地域別

にまとめたものが表Ⅲ-2である.また,鋼材需給と輸出入,各国の技術 ･設備の主要指標,

世界の鉄鋼企業の粗鋼生産高ランキングをあらわしたものが,それぞれ表Ⅲ-3,表Ⅲ-4,

表Ⅲ-5である.以下,これらをもとに国 ･地域別のグループ化を行っていきたい.

28)ただし,競争戦略については,独自に分析する機会を別にもって論 じることとする.



表Ⅲ-1 世界の粗鋼需給概観

粗鋼生産 同左 シェア 粗鋼見掛消費 同左 シェア 生産-消費

1984年 1994年 1984年 1994年 1984年 1994年 1984年 1994年 1984年 1994年

164,423 166,008 23.2% 22.7% 121,429 143,023 17.5% 19.7% 42,994 22,985

98,640 105,044 13.9% 14.4% 126,461 131,533 18.2% 18.2% -27,821 -26,489

日 本 105,586 98,295 14.9% 13.5% 68,270 79,408 9.8% 11.0% 37,316 18,887

韓 国 .台 湾 18,122 45,335 2.6% 6.2% 14,143 55,298 2.0% 7.6% 3,979 -9,963

中 国 43,360 91,532 6.1% 12.5% 57,911 118,553 8.3% 16.4% -14,551 -27,021

ア セ ア ン旧 5カ国 2,514 8,035 0.4% 1.1% 8,684 30,818 1.2% 4.3% -6,170 -22,783

そ の 他 の 東 ア ジ ア 6,540 9,633 0.9% 1.3% 8,605 10,517 1.2% 1.5% -2,065 -884_

東アジア小計(除日本) 70,536 154,535 10.0% 21.2% 89,343 215,186 12.9% 29.7% -18,807 -60,651

東アジア小計(含日本) 176,122 252,830 24.9% 34.6% 157,613 294,594 22.7% 40.7% 18,509 -41,764

南 ア ジ ア 10,937 19,327 1.5% 2.6% 13,323 23,781 1.9% 3.3% -2,386 -4,454

ラ テ.ン ア メ リ カ 33,557 46,029 4.7% 6.3% 27,772 35,943 4.0% 5.0% 5,785 10,086

旧 ソ連 .CⅠS.東 欧 206,630 110,286 29.2% 15.1% 221,893 63,609 31.9% 8.8% -15,263 46,677

オ セ ア ニ ア 6,582 9,192 0.9% 1.3% 6,924 7,274 1.0% 1.0% -342 1,918

ア フ リ カ 10,115 13,308 1.4% 1.8% 12,452 15,041 1.8% 2.1% -2,337 -1,733

中 東 2,266 7,745 0.3% 1.1% 12,820 9,540 1.8% 1.3% -10,554 -1,795

アセアン旧5カ国は,インドネシア,マレーシア,タイ,フィリピン,シンガポールをさす.

その他の東アジアは,北朝鮮,香港の合計.

南アジアはインド,パキスタン,バ ングラデシュの合計.

西欧には旧東 ドイツ地域を含む.

原資料 :各国統計より日本鉄鋼連盟が作成.

出所 :『鉄鋼統計要覧』1996年版,34-39,102-107貢,1992年版,34-39,104-109貢より計算し作成.
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表Ⅱ-2 東アジア鉄鋼業の事業所類型と企業類型(中国 ･北朝鮮を除く)

(事業所数 ･企業数)

銑鋼一貫 還元鉄- 還元製鉄 製 鋼 圧 単 純 製 単純還元 単 純 製 単 純 圧 銑 鋼 - 還元鉄- 製 鋼 圧 単純製鉄 単 純 製 単 純 圧

製 鉄 所 貫製鉄所 製 鋼 所 延 所 銑 所 鉄製造所 鋼 所 延 所 貢 企 業 貫 企 業 延 企 業 企 業 鋼 企 業 延 企 業

日 本 15 0 0 76以上 ? 0 6以下 89以上 7 0 55以上 ? 4以下 53以上

韓 国 2 0 0 13 0 0 1 16 1 0 12 0 0 6

台 湾 1 0 0 30 1 0 1 14 1 0 28 1 1 12

インドネシア 0 1 0 14 0 0 2 17 0 1 14 0 2 17

マレー シア 0 0 1 6 0 1 0 21 0 2 4 0 0 19

タ イ 0 0 0 11 0 0 1 10 0 0 11 0 0 10

フィリピン 0 0 0 7 0 0 0 11 0 0 7 0 0 11

シンガポール 0 0 0 1 0 0 0 3 0 0 1 0 0 3

香 港 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

ベ ト ナ ム 1 0 0 4 0 0 1 6 1 0 1 0 0 6

ミヽヤンマ- 0 1 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0

日本は,鉄鋼新聞社による生産実績の調査統計から計算したものであるが,特殊鋼鋼材の事業所別生産統計が記されていないので,この分野に限って 『鉄鋼会社一覧｣を参照 し,特

殊鋼を生産 している事業所のうち,圧延機の存在が確認できるものだけを製鋼圧延所とした. したがって製鋼圧延所,製鋼圧延企業は過小評価になり,単純製鋼所,単純製鋼企業が

過大評価になっている可能性がある.また,鋳鍛鋼を主として手がけている事業所や,存在は確認できるが生産量が確認できない事業所も省いた.このため,単純圧延所や単純圧延

企業も過小評価になっている可能性がある.また単純製鉄企業も生産量が記されていないが,存在は他の資料から推定できるので疑問符をつけておいた.

日本は1995年度,それ以外は1997年5月時点の調査.

他の国については,カンボジアには鉄鋼企業がなく,めっきラインのみあり.ラオスには1996年末稼働予定の単圧企業 1社があるが現状は未確諺.

全体として一貫製鉄所であるが,工程毎に別会社の保有となっている場合がある.その実態がつかめないため,企業毎に別の事業所として計算した.例えば,室蘭製鉄所は全体とし

て一貫製鉄所とみなすこともできるが,ここでは北海製鉄の単純製鉄所,新日鉄の製鋼圧延所,三菱製鋼の製鋼圧延所の複合とみなした.

出所 :日本は 『鉄鋼年鑑』1996年度版,鉄鋼新聞社,1996年,482-495貢,F鉄鋼会社工場一覧』日本鉄鋼連盟,1993年,それ以外は ｢アジア各国の現有鉄鋼生産設備｣,より計算した. カ

ンボジア,ラオスの情報は ｢インドシナ4カ国の鉄鋼需給動向｣r日本鉄鋼輸出組合月報J1997年 1月号,による.
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表 Ⅲ-3 東 アジア諸国の鉄鋼生産 ･需給 ･貿易の概要 (1995年)

(1000トン)

(国産

粗鋼に

由来す

る鋼材

鋼材見掛

消費推計 輸出/
銑鉄生 粗鋼生 生産推 鋼材輸 鋼材輸 0))-㈱一 生産

産 産 計)㈹ 出但) 入(C) 03)+(C) 03)/㈱

輸入/

見掛消

費 鋼塊 ･半 鋼塊 ･半

(C)/D) 製品輸出 製品輸入 銑鉄輸出 銑鉄輸入

日 本

韓 国

台 湾

中 国

北 朝 鮮

イ ン ドネ シ ア

マ レ ー シ ア

タ イ

フ ィ リ ピ ン

シ ンガ ポ ー ル

香 港

ベ ト ナ ム

74,905 101,640

22,344 36,772

6,056 11,605

101,709 92,968

6,000 6,000

1,709 4,130

1,178 2,450

0 2,134

0 923

0 769

N.A. 150

21 271

91,292 22,034 6,799

33,147 9,109 10,452

10,480 3,018 13,522

77,408 10,190 14,525

N.A. N.A. N.A.

3,733 771 3,657

2,214 503 5,567

1,928 654 10,604

794 78 3,669

695 1,045 4,381

136 2,805 5,372

224 0 262

76,057 24.1%

34,490 27.5%

20,984 28.8%

81,743 13.2%

N.A. N.A.

6,619 20.7%

7,278 22.7%

ll,878 33.9%

4,385 9.8%

4,031 150.4%

2,703 2062.5%

486 0.0%

8.9% 634 568

30.3% 437 3,173

64.4% 7 7,382

17.8% 4,587 637

N.A. N.A. N.A.
55.3%

76.5%

89.3%

83.7%

108.7%

198.7%

53.9%

23 1,388

22 582

0 3,428

0 2,257

6 223

0 110

0 110

526 2,776

8 2,142

9 1,185

5,433 136

N.A. N.A.

62 1.,060
785 213

5 295

0 60

3 85

N.A. N.A.
11 0

鉄鋼には直接還元鉄,海綿鉄を含む.
｢鋼材輸出｣｢鋼材輸入｣には銑鉄,フェロアロイ,鋳鉄管,ワイヤー以外の二次製品を含まず,鋼塊 ･半製品 ･ワイヤーを含む.ただし,フィリピンとベ トナムは冷間引
き抜き棒鋼も含む.
鋼材生産は統一的な続計がないため,統一性の高い粗鋼生産から概算 した,算出方法は,国際鉄鋼協会(ⅠISI)が用いている以下の算式を用いた.この方法は,輸入された半
製品 ･原板を再加工 した場合にも二重計算が生 じないというメリットがある.反面,連鋳比率のみから粗鋼 ･鋼材歩留りを推定することに不正確性が伴い,また上記再加工
分が鋼材生産として計上されないという問題がある.
算式 :粗鋼生産× (1+0.175×遵鋳比率)/1.3-鋼材生産
フィリピンとベ トナムの鋼材輸出入は,暦年統計が発見できず,1994年 7月から1995年 6月の合計値を用いた.
出所 :『鉄鋼統計要覧』1996年版,SouthEastAsiaIronandSteelInstitute,SteelStatisticalYearbook1995,｢タイ鉄鋼業の概況と鉄鋼輸出入｣『日本鉄鋼輸出組合

月報』1996年7･8月号, ｢1995年の中国の鉄鋼需給｣同上 ｢1995年の香港の鉄鋼需給｣同誌1996年11月号,｢1995年の韓国の鉄鋼需給｣同誌1996年10月号, ｢マ レーシ
ア鉄鋼業の現状と見通し｣同上 ｢1995年の台湾の鉄鋼需給｣同誌1996年 9月号,｢インドネシア鉄鋼業の概況と鉄鋼輸出入｣同上 ｢シンガポールの最近の経済情勢
と鉄鋼需給動向｣同誌1997年 3月号,より作成.
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表Ⅲ-4 東アジア製鋼業の設備 ･技術に関する若干の指標

大型設備基数 工程別年間生産能力(1000トン/年) 製鋼法別比率(%) 連続鋳造比率

(1995-97年 .注参照) (1995-97年 .注参照) (1995年) (%)(1995年)

大 型 ホ ット .ス ト大型高炉 大型転炉 リ ッ プ . 製鉄/ 転炉 平炉等 電炉基数 基数 ミル基数 製鉄 製鋼 熱間圧延 製鋼 製鋼/熱延

日 本 32 57 15 95,532 149,828 N.A. 63.8% N.A. 67.7 0.0 32.3 95.8

韓 国 7 11 7 21,744 42,554 44,549 51.1% 95.5% 62.2 0.0 37.8 98.2

台 湾 (a)中 国 3 5 316 17 8以上 5,390 13,287 23,113 40.6% 57.5%(8,160) (61.4%)110,730 117,000 (145,810) 94.6% (80.2%) 52.9 0.0 47.166.7 14.3 19.0 99.447.1

イ ン ドネ シア 0 0 1 2,300 6,340 5,400+α 36.3% 117.4%未満 0.0 0.0 100.0 100.0

マ レ ー シ ア 0 0 0 1,860 3,880 5,050+α 47.9% 76.8%未満 0.0 0.0 100.0 100.0

タ イ 0 0 1 0 2,900 6,450 0.0% 45.0% 0.0 0.0 100.0 99.7

フ ィ リ ピ ン 0 0 1 0810+α 3,140+α 0.0% N.A. 0.0 29.5 70.6 67.3

シンガポール 0 0 0 0 650 1,010+α 0.0% 64.4%未満 0.0 0.0 100.0 100.0

香 港 0 0 0 0 360 400 0.0% 90.0% 0.0 0.0 100.0 100.0

ベ ト ナ ム 0 0 0 130 480 1,220+α 27.1% 39.3%未満 0.0 0.0 100.0 42.8

大型高炉とは,炉内容積2000立方メートル以上の高炉をさす.1995年から1996年7月時点.
大型転炉とは-ヒートの生産能力が100トン以上の転炉をさす.1995年から1996年7月時点.
大型ホット･ストリップ･ミルとは,年間生産能力100万 トン以上のホット･ストリップ･ミルをさす.1996年末から97年初頭の時点.
製鉄能力には,直接還元鉄･Corexを含む.
出所 :大型高炉 ･転炉は r鉄鋼続計要覧』1996年版,170-173,177頁による.ただし中国は F中国鋼鉄工業年鑑』1996年版,中華人民共和国冶金工業部,1996年 109-110頁による.

大型ホット･ストリップ･ミルは,日本については日本鉄鋼協会共同研究会鋼板部会ホットストリップ分科会編 『わが国における最近のホットストリップ製造技術』 日本鉄鋼
協会,1987年,176頁.｢鉄鋼会社工場一覧｣,各社有価証券報告書,電話による聞き取りで判断した.中国は,｢中国の主要製鉄所別生産設備の概要｣鋼材倶楽部鉄鋼情報サー
ビス室,1997年2月,それ以外は ｢アジア各国の現有鉄鋼生産設備｣による.
工程別能力は,日本は 『鉄鋼統計要覧』1996年版,169貢.韓国はバク･ユースー ｢1996年韓国の鉄鋼設備能力および1997年の設備投資見通し｣1997年, 2貢.中国は F中国
鋼鉄工業年鑑』1996年版,81頁と 『中国の鉄鋼関連情報』Nα30月本鉄鋼輸出組合,1997年4月, 5貢の数値から作成.台湾は 『台湾鋼鉄1996』台湾区鋼鉄工業同業公会,1996
年,157-160貢.ただしこれは1996年6月現在のものでもあり,その後高炉の増設に伴い製鉄能力が大幅に増大したことが明らかなので,製鉄能力のみ,日本鉄鋼輸出組合が19
97年 5月に調査した値を括弧内に記した.この他の諸国 ･地域は,｢アジア各国の現有鉄鋼生産設備一覧｣より計算.+αとあるのは,生産能力不明の設備があることを示す.
製鋼比率と連鋳比率は 『鉄鋼統計要覧』1996年版,F海外鉄鋼統計四半期報』第7号による.ただし,中国は r中国鋼鉄工業年鑑』1996年版, ミャンマーと香港は ｢アジア各
国の現有鉄鋼生産設備｣による.
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2 グループl-1:日本,韓国,台湾-

銑鋼一手企業による多品種大量生産

第 Ⅰグループは銑鋼一貫企業が生産の中

心となっている諸国である.このグループ

には日本,韓国,台湾,中国が含まれる.

さらに,鋼材市場の性格,銑鋼一貫体制の

発展の程度や方向性から,日本,韓国,台

湾を含むグループⅠ-1と中国が該当する

グループⅠ-2にわけられるので,このレ

ベルで分析を行う.

(1) 銑鋼一貫企業による多品種大量生産シ

ステム

グループⅠ-1には日本,韓国,台湾が

含まれる.その基本的特徴は,<高炉一転

炉一連鋳機-ホット･ストリップ ･ミルな

ど多様な圧延機>の技術体系を備えた銑鋼

一貫巨大企業による多品種大量生産システ

ムが支配的だということである.支配的と

いうことの内容は,①銑鋼一貫の巨大企業

の存在,②銑鋼一貫企業への生産の集中,

③多品種生産と,薄板類の生産における主

導的地位,④大口ユーザーとの取引を通 じ

た大量消費システムとの結合の四つの面か

らみることができる.

まず,銑鋼一貫の巨大企業の存在である.

各国の一貫企業をみると,日本の7杜のう

ち6社 (新日本製織,NKK,川崎製鉄,住

友金属,神戸製鋼,日新製鋼),韓国の浦

項綜合製鉄 (POSCO),台湾の中国鋼鉄は,

表Ⅲ-5 世界の主要鉄鋼企業の粗鋼生産高

(1995年)

順位 企 業 名 国 名
生産高

(万 トン)

1 新日本製織

2 浦項綜合製織

3 BritishSteel

4 UsinorSacilor

5 Riva

6 Arbedグループ

7 NKX

8 U.S.Steel

9 川崎製鉄

10 住友金属工業

ll Thyssen

12 Sail

13 BethlehemSteel

14 BHP

15 宝山鋼鉄公司

16 Cherepovets

l7 鞍山鋼鉄公司

18 首鋼総公司

19 LTV Steel

20 Magnitogorsk

21 Nucor

22 Novolipetsk

23 Iscor

24 中国鋼鉄公司

25 Hoogovens

26 IspatInternational

27 神戸製鋼所

28 NationalSteel

29 KruppHoesch

30 武漢鋼鉄公司

日本

韓国

イギ リス

フランス

イタリア

ルクセンプルグ

日本

アメリカ合衆国

日本

日本

ドイツ

インドネシア

アメリカ合衆国

オーストラリア

中国

ロシア

中国

中国

アメリカ合衆国

ロシア

アメリカ合衆国

ロシア

南アフリカ

台湾

オランダ

インドネシア

日本

アメリカ合衆国

ドイツ

中国

2,684

2,343

1,574

1,550

1,440

1,150

1,126

1,103

1,044

1,044

1,040

1,025

946

853

822

816

813

800

768

762

714

704

700

633

615

596

553

552

545

541

原資料 :MetalBulletin.

出所 :r鉄鋼統計要覧｣1996年版, 58-59貢.

いずれも大型高炉 ･大型転炉 ･連鋳機 ･大型ホッ

卜･ストリップ ･ミルを基軸設備とした一貫製鉄所を 1カ所以上保有 しており,薄板類を中心

とした生産を行っている.企業 レベルでの粗鋼生産高ランキングでみても,日新製鋼以外の7

社は世界30位以内に入っている (表Ⅲ-5).

次に生産の集中である.まず粗鋼 レベルでは,一貫企業が各国の生産に占める割合は,日本
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68.9%,韓国63.7%,台湾54.5%である29).生産の過半は一貫企業によって,韓国 ･台湾では

1社のそれによって占められていることがわかる.

鋼材 レベルでの生産集中と多品種化 ユーザーとの関係は国毎に事情が異なるので,順に見

ていこう.

日本における企業類型別品種別生産高をあらわしたのが表Ⅲ-6である.ここでは,一貫企

業だけが鋼板類 ･条鋼類 ･鋼管類にまたがる多品種生産を行っており,かつ全体としてのシェ

アが大きいこと,特に薄板類の生産はほぼ一貫企業によって占められていることがわかる.熱

間圧延鋼材段階での薄板類は,東京製鉄が広幅帯鋼の3.3%を生産 しているほかは,一貫企業

による市場占拠が続いている.冷間仕上げ鋼材 ･めっき鋼材でも,磨帯鋼以外は一貫企業のシェ

アが8割を超えている.

1995年度の普通鋼鋼材見掛消費の33.6%は薄板類が占めているので,この市場を制すること

は大きな意味を持っている3').また,普通鋼鋼材と薄板類の受注部門をみたものが表Ⅲ-7で

ある.受注部門が確定 している鋼材は,取引としては ｢先物契約｣･｢紐付き販売｣という形式

をとった長期継続 ･大量販売であり,メーカーとユーザーの密接な結びっきをあらわ してい

る31).薄板類の受注は製造業向けが43.2%,輸出が32.5%といずれも全品種合計の26.6%,19.8

%を大きく上回っているのに対 し,建設業向けは6.4%に過ぎず,全品種の19.9%を大 きく下

回っている.製造業の中では自動車用が26.6%,内需分の中では39.4%と飛び抜けて多 く,電

気機械用,容器用と続いている.電気機械は家電製品を,容器は食缶をその重要部分として含

んでいる.つまり,日本における一貫企業の大量生産システムは,モータリゼーションと大量

消費型生活様式を支える諸産業との間に,薄板類の供給を通 じた強い結びっさを保っており,

同時に輸出向けの薄板類市場を確保 している.さらに多品種生産によって建設用の鋼材市場で

も一定の地歩を占めているのである.

韓国についてはどうか.日本と厳密に比較可能な資料を入手できないが,1994年の韓国市場

におけるPOSCOのシェアは熱延薄板類83%,冷延薄板類66%,厚板52%,線材69%,電気鋼

板79%,熱延ステンレス鋼63%と発表されている32).やはり薄板類はかいくつかの品種で大き

なシェアを誇っているとみてよい.一方で,鋼管,棒鋼,形鋼は製造 しておらず,製鋼圧延企

業や単純圧延企業に委ねている点は日本とやや異なる.

1995年の鋼材需要に占める薄板類の割合は27.9%と,日本よりやや小さい33).受注統計が整

29)日本は 『鉄鋼年鑑』1996年版,鉄鋼新聞社,1996年,483-488頁,韓国はPOSCO'SHoTnePage

(1996年1月15日更新時点)と表Ⅲ-5,台湾は F鉄鋼統計要覧｣1996年版,日本鉄鋼連盟鉄鋼統計委員

会,58-59頁と表Ⅲ-5から計算.

30) 『鉄鋼統計要覧』1996年版,66-73頁より計算.

31)岡本,前掲書,129-150頁.

32)POSCO'SHoTnePage.

33) 『鉄鋼統計年報』1996年版,韓国鉄鋼協会,78-79貢より計算.



表Ⅱ-6 日本の企業類型別鋼材生産実績(1995年度)

企業類型 企業数 転炉鋼 電炉鋼 粗鋼計 普通鋼熱間圧延鋼材

中 小 形 バ ー イ ン

軌 条 鋼 矢 板 大 形 形 鋼 形 鋼 棒 鋼 管 材 コ イ ル 線 材 厚 中 板

全 国 計 144 66,628 31,607 98,235 444 862 7,527 1,846 13,137 1,119 972 2,694 8,471

銑鋼-貢企業 7 66,170 1,530 67,700 355 595 2,977 2 393 1,119 494 1,885 7,931

同 上 シ ェ ア 4.9% 99.3% 4.8% 68.9% 80.0% 69.0% 39.6% 0.1% 3.0% 100.0% 50.8% 70.0% 93.6%

製鋼圧延企業 55 028,148 28,148 89 267 4,546 1,819 11,978 0 405 806 540

同 上 シ ェ ア 38.2% 0.0% 89.1% 28.7% 20.0% 31.0% 60.4% 98.5% 91.2% 0.0% 41.7% 29.9% 6.4%

その他の企業 82 458 1,929 2,387 0 0 4 25 766 0 73 3 0
同 上 シ ェ ア 56.9% 0.7% 6.1% 2.4% 0.0% 0.0% 0.1% 1.4% 5.8% 0.0% 7.5% 0.1% 0.0%

冷間仕上げ鋼材 .めっき鋼材 鋼 管
普通鋼 特殊鋼

広幅帯 冷 延 広 冷延鋼 冷 延 電 亜鉛めっき 継 目 無 そ の 他 継 目 無 そ の 他

薄板 鋼 帯鋼 磨帯鋼 幅 帯 鋼 板 気 鋼 帯 ブ リキ 鋼 板 鋼 管 の 鋼 管 鋼 管 の 鋼 管

56 39,325 995 259 22,596 274 1,936 1,661 11,521 984 5,359 1,020 761

56 38,027 995 91 20,218 227 1,936 1,446 9,242 984 2,375 885 653

100.0% 96.7% 100.0% 35.1% 89.5% 82.8% 100.0% 87.1% 80.2% 100.0% 44.3% 86.8% 85.8%

01,298 0 0 0 0 0 0 0 0 224 135 3

0.0% 3.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.2% 13.2% 0.4%

0 0 0 168 2,378 47 0 215 2,279 02,760 0 105

その他の企業には,単純圧延企業,単純製鋼企業,製鋼と鋳 ･鍛鋼をおこなう企業を含む.1995年度の生産実績が記されていない企業はカウントしなかった.

出所 :F鉄鋼年鑑1996年版｣鉄鋼新聞社,1996年,482-495貢より計算し作成.

22

側
f
JJ
両
端
雪
冷

却
2
0
嚇

瀕

2
抽



東アジア鉄鋼業の企業類型と貿易構造(Ⅰ) 23

備されていないので薄板類の受注先がわか らないが, 日本鉄鋼輸出組合の ヒア リングに基づ く

全品種の受注先構成は表Ⅲ-8に示されている. 日本の統計に輸出や販売業者向けが含まれて

いることを考慮すると,おそらく韓国の方が建設の比重が大きく, 自動車の比重が小さいと思

われる.それでも自動車産業における鋼材消費は製造業の中では最大である.POSCOは, 自

動車向け冷延鋼板類の72%,容器用熱延鋼板類の100%を供給 していると発表 してお り34),塞

本的に日本の一貫企業 と同様の意味で薄板類の国内市場を確保 していると言 ってよいだろう.

なお,POSCOは鋼材出荷高の24.4%を輸出 しており,韓国の鉄鋼輸出全体 に占めるシェアは

56.3%と推定される35).

台湾については,中国鋼鉄の出荷 ･販売 レベルでのシェアは不明であるため,生産能力シェ

アをもって代えたい.台湾全体に占める中国鋼鉄の生産能力シェアは,熱延帯鋼類62.5%,袷

延帯鋼類49.6%未満,熱延鋼板類 (厚中板中心と思われる)72.7%,棒鋼25.5%などとなって

いる36).やはり薄板類でのシェアが大 きく, この他にもいくつかの品種を製造 しているわけで

ある.ただし,形鋼,鋼管の製造設備を保有 してお らず, この点では多品種化の程度は日本よ

表Ⅲ-7 日本における普通鋼銅材および薄板類の用途部門別受注実練 (1995年度)

薄板- 構 成 比 芸 霊 芝 全品種計 構 成 比 内 需 分構 成 比

建 設 用 2,101 6.4% 9.5% 14,377 19..9% 24.8%

産 業 機 械 用 315 1.0% 1.4% 1,644 2.3% 2.8%

電 気 機 械 用 2,234 6.8% 10.1% 2,353 3.3% 4.1%

家庭用.業務機器用 634 1.9% 2.9% 665 0.9% 1.1%

船 舶 用 1 0.0% 0.0% 2,816 3.9% 4.9%

自 動 車 用 8,742 26.6% 39.4% 9,334 12.9% 16.1%

鉄 道 車 両 用 20 0.1% 0.1% 31 0.0% 0.1%

その他輸送用機械用 30 0.1% 0.1% 50 0.1% 0.1%

容 器 用 2,077 6.3% 9.4% 2,088 2.9% 3.6%

その他諸成品用 172 0.5% 0.8% 237 0.3% 0.4%

製造業向け計 14,225 43.2% 64.1% 19,218 26.6% 33.1%

次 工 程 用 107 0.3% 0.5% 3,115 4.3% 5.4%

脚 の再加工用 72 0.2% 0.3% 235 0.3% 0.4%

販 売 業 者 向 3,124 9.5% 14.1% 17,464 24.1% 30.1%

シャ.スリット業者向 2,569 7.8% 11.6% 3,595 5.0% 6.2%

内 需 計 22,198 67.5% 100.0% 58,004 80.2% 100.0%

輸 出 10,706 32.5% 14,365 19.8%

出所 :r鉄鋼統計要覧j1996年版,82-83頁.

35) 『鉄鋼統計年報』1996年版, 146-147頁,POSCO'sHomePageより計算.

36) 『台湾鋼鉄1996』,160頁.
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りも韓国に近い.

1995年の鋼材需要に占める薄板類 ･鋼板類の割合は,統計によっていちじるしい違いを示 し

ている.台湾区鋼鉄工業同業公会の統計では鋼板類の割合が46.14%に達する37).ここには厚板

類が含まれていると思われるが,それを除いても薄板類の割合は日本と同レベルに達するので

はないかと思われる38). しかし,東南アジア鉄鋼協会の統計では,鋼板類が34.8%,薄板類が

27.9%であり,韓国とほぼ同じ水準である39).全鋼材の部門別消費パターンの推計値は表Ⅲ-
8の通りである.韓国よりも自動車,造船の比重が低 く,電機,産業機械の比重が高いことが

特徴である.詳 しい実状は不明であるが,日本や韓国はど自動車産業との結合関係が持っ意味

は大きくないと思われる.また,普通鋼薄板類の生産に対する輸出比率は22.8%と普通鋼全鋼

材の12.9%を大きく上回っており40),ここでも一貫企業たる中国鋼鉄の役割は大きいものと予

想される.

以上,程度の違いこそあるが,日本,韓国,台湾においては,銑鋼一貫企業が大量生産を確

立システムを確立 していると言ってまちがいないだろう.

とはいえ,日本と韓国 ･台湾の相違点について,競争関係を考えるために,さらに立ち入っ

てみておくべき点もある.まず,複数の一貫企業が存在するのは日本だけである.日本の高炉

表Ⅲ-8 東アジア諸国･地域の部門別鋼材消費パターン (1995年)

韓 国 台 湾 中 国 三.;; マ:; タ イ フ:.ニ 芸二,A: 香 港

建設 50 52 63 55 65 55 70 60 80

うち石油.ガス 6 5 5 0
電横(家電.重電) 7 10 5 10 12 6 15

･25 11
産業機械 6 10 2 0 1 0 1

自動車 12 5 8 9 16 6
6

造船 7 4 2 0 1 10

容器 5 6 2 10 6 8 10 3 7

線材二次製品 8 7 2 8 7 6 4 1 2

その他 5 6 2 10 3 2 3 10

原資料 :日本鉄鋼輸出組合海外市場調査委員会による調査 ･推定値.

出所 :r世界主要国鉄鋼-ンドブック』第6版,日本鉄鋼輸出組合,1997年,2,7,12,17,21,25,29,33,37貢.

37) 同上,71頁より計算.

38)日本の場合,厚中板を加えた鋼板類の比重は45.4%である.注30と同じ統計より計算.

39)SouthEastAsiaIronandSteelInstitute(SEAISI),SteelStatisticalYearbook,1995,p.36

40) 『台湾鋼鉄1996』,73頁より計算.なお,表 ⅠⅠⅠ-3の全鋼材輸出比率28.8%と大きな違いがあるのは,

表の注に記 した･計算方式の違いによる.半製品の再圧延が多い国ではこれほどに異なる数値があらわれ

てしまうのである.
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メーカー上位5社は,新日鉄の成立以降,共通の生産プロセスに立脚 し,原料を共同購入 し,

近似的な製品構成を有 し,共通のユーザーにほぼ同一の条件で販売するという関係にあり,競

争を通 じて企業行動が類似 していく強い傾向を有 している41).その一方で, リス トラクチャリ

ングの一貫としての製鉄所のスクラップ ･アンド･ビル ドや生産品種の絞り込みによって,坐

産品種や担当工程に関する製鉄所間の分業がすすんでいる42). 企業行動 レベルでの同質化傾向

と事業所類型 レベルでの異質化傾向がみられる.

また,最近は見直しがすすんでいるものの,日本の一貫企業の場合,POSCOや中国鋼鉄に

比べると,大量生産システムに多仕様 ･小ロット生産が組み込まれている度合いが大きい.19

88年当時の川崎製鉄の千葉および水島製鉄所では,一件あたり注文量は数百キログラムから数

千 トンであり,注文一品毎に鋼材使用,納入仕様が異なり,その総数は数万種類に細分されて

いたという43).90年代初頭までは,日本の銑鋼一貫企業は300-450の鋼種を造り分けていた.

一方,POSCOは鋼種が数十にすぎないという証言がある.前述のように品種の レベルでも日

本ほど多様でないが,仕様のレベルでも同様と思われる44).

多品種 ･多仕様 ･小ロット･大量生産システムを通 じた高級鋼材の供給に対する,日本のユー

ザーの評価は高い.品質,納期面での一般的な優位はもちろん,ユーザー側の設計変更へのフ

レキシブルな対応や,｢亀裂が生 じることなくボル トの高速打ち込みが国内産品は可能｣(自動

車メーカーC社)など,高級鋼材がユーザーの側の生産システムを安定させる不可欠の条件と

なっているケースも見られるのである45).自動車用高張力鋼板の引張強度は日本製が120kg/

mm2に対 して韓国製が80kg/mm2と評価されているが,これは韓国国内でバンパー補強用材

として100kg/mm2以上の需要がないことと関わっている.ユーザーの製品と生産システム

に対応 して高級鋼材の供給体制が整備される関係は,日本の方がいまだに濃密だと言えるだろ

う 佃 .

41)岡本,前掲書, 7章2節,馬場特恵 ･高井紳二 ｢金属系素材産業｣(吉川弘之監修 ･JCIP編 『メイド･

イン･ジャパンJダイヤモンド社,1994年)を参照.また製品開発については川端望 ｢日本高炉メーカー

における製品開発｣(明石芳彦 ･植田浩史編 r日本企業の研究開発システム』東京大学出版会,1995年)

を参照.

42)岡本 ｢産業構造の変化と鉄鋼企業｣『同志社商学｣第39巻第6号,1988年 1月を参照.

43)井上義砧 ｢日本鉄鋼業における生産活動のための計画 ･管理システム (その 1)｣『桃山学院大学経済

経営論集』第37巻第3号,1995年12月,69頁より引用.原資料は 『川崎製鉄技報皿

44)以上は,平沼,前掲論文,36頁.

45)C社の例は山家,前掲論文,125頁.

46)高張力鋼板の例はファン･ウ･テク ｢韓国鉄鋼産業2005年発展方向｣『鉄鋼報.J1995年11月号,韓国

鉄鋼協会,日本鉄鋼輸出組合の訳出による.素材産業の品質管理が,加工組立産業における生産のシス

テム化にとって不可欠の基本要素であることについて,清的一郎 ｢日本的生産方式の本質と歴史的位置｣

F季刊経済と社会j第4号,創風社 (同誌は現在は時潮社から発行),199早年 9月. なお, この関係が企

業経営上どのように作用するかは,競争の問題を独自に分析 しなければ一義的には決定できない.鉄鋼

企業の採算にとって不利に作用 したケースとして,川端,前掲論文を参照.
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(2)製鋼圧延企業が占める一定の地位

以上のように,このグループの基本的特徴を形作っているのは銑鋼一貫企業である.しかし,

それによって生産 ･市場のすべてが覆い尽 くされるわけではない.副次的特徴として,<電炉一

連続鋳造機一条鋼 ･形鋼圧延機>という技術体系を備えた製鋼圧延企業が,条鋼類の半一貫生

産を広範に行っていることを見る必要がある.表Ⅲ-4が示すように,電炉製鋼比率は日本,

韓国,台湾とも3割を越えている.このうち日本について表Ⅲ-6をみると,一貫企業による

電炉製鋼を割り引いても製鋼圧延企業による粗鋼生産シェアが28.7%にのぼっており,鋼材 レ

ベルでも棒鋼,形鋼の生産で大きなシェアを占めていることがわかる. しかも,1978年度と比

較 してみると,粗鋼生産は22.3%から28.7%へ,棒鋼は72.6%から91.2%へ,中小形形鋼は86.

8%から98.5%へ,大形形鋼は34.8%から60.4%へと,それぞれシェアを上昇させているのであ

る47). 韓国でも,棒鋼,形鋼圧延機はすべて製鋼圧延企業が保有 しており,台湾で も棒鋼圧延

機の87.3%,形鋼圧延機のすべてを製鋼圧延企業が保有 している48).

製鋼圧延企業における近年の重要な変化は,前述 した薄板生産への参入である.日本では東

京製鉄が,<電炉一連続鋳造機-ホット･ストリップ ･ミル>という技術体系によって1992年

に熱延広幅帯鋼の生産を開始 した.1995年度の生産量は129万8000トン,生産シェアは3.3%で

ある49). また韓国では,韓宝鉄鋼工業が<電炉一薄スラブ連鋳機-ホット･ストリップ ･ミル

>の体系を95年に稼働させた.その後97年1月に倒産 したが,製鉄所の建設は継続されており,

97年 7月現在の情報では,公開入札で引受先が決定される見込みである9)).

従来,製鋼圧延企業は,大量生産 ･大量消費の結合す.る中核部分である薄板生産からは排除

されながらも,小ロットの建設鋼材や多品種 ･小ロットの特殊鋼の生産において一定の役割を

果たすことで存立 してきた. しかし,今や,製鋼圧延企葵は銑鋼一貫生産の中核的な分野に侵

入を開始 したのである.

(3)日本の鉄鋼貿易

グループI-1の鉄鋼貿易を分析する際には,企業類型 と同様, 3国の共通性と同時に日本

と,韓国 ･台湾の差異にも留意 しなければならない.そこで,ここでは日本と韓国について,

1995年のデータを利用 して比較分析を行う.なお,輸出入の多寡は数量ベースで表現する.

1995年における日本の鋼材輸出は2203万4000トン,輸入は679万9000トンである (表Ⅲ-9,

表Ⅲ-10).推定輸出比率は24.1%,輸入依存度は8.9%である.他の多くの製造業 と同 じく,

鉄鋼業も1986年以後,円高による輸出競争力の減退に見舞われた. しかし,輸出数量は90年を

47)1978年のシェアは,岡本,前掲書,101頁による.

48) ｢アジア各国の現有鉄鋼生産設備｣より計算.

49) 『鉄鋼年鑑』1996年度版,492頁.

50) 『韓国鉄鋼新聞日本語要約版』,ヤングスチール株式会社,各号より判断.
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ボ トムとしてその後は回復をとげている51).

製品別にみると,輸出は普通鋼条鋼頬が全体の9.4%であるのに対 して,普通鋼鋼板類が59.4

%,うち薄板類が53.4%,普通鋼鋼管類が9.0%,特殊鋼鋼材 (全品種)が18.3%,と鋼板類 ･

薄板類が多い.鋼板類の中でも冷延薄板類,表面処理鋼板など加工度の高いものがより多くなっ

ている.10年前の1985年と比較すると,棒鋼が307万6000トンから8万4000トンへ激減するな

ど52),条鋼類と厚板,鋼管が大きく減少 しているのに対 して,薄板類は一定の水準を維持 して

いる品種が多い.249万1000トンから313万 トンへと増大した亜鉛めっき鋼板をはじめとする表

面処理鋼板,冷延広幅帯鋼,電気鋼板など,加工度の高い薄板類はむしろ増大 している㍊). ま

た特殊鋼鋼材も増大傾向にある54).高級鋼材へと製品構成がシフトしていることがわかり, こ

れは主として銑鋼一貫企業の競争力の所在を占めていると考えられる55).また輸入についても

普通鋼鋼板類が全体の78.5%と圧倒的に多く56),中でも熱延薄板 ･帯鋼類,厚中板が大きな比

重を占めている.輸入は多くの品種で増加傾向にあるが,中でもこの両カテゴリーは,輸出と

輸入がほぼ等 しくなるに至っている.一方で,条鋼類は輸出が減少 しているものの輸入もわず

かであり,なお一定の競争力を保っていることに注意しなければならない.また,これら鋼材

の他に銑鉄が277万5900トンと大量に輸入されているが,これは阪神大震災後の復興需要をあ

てこんだ緊急の鉄源需要によるもので恒常的なものではない.

仕向け先 ･供給元別にみると,輸出の仕向け先は,中国,韓国, タイ,台湾,アメリカ合衆

国 (表に記されていないが213万6000トン)の順に多い.全輸出に対するアジアの割合は78.3

%に達 している.1970年代にはせいぜい30-40%程度であり,80年代以降,輸出先のアジアシ

フトが進んだのである57). 一方,輸入の供給元は,韓国のみで全体の46.0%を占めており, こ

れに中国,台湾が続いている.全輸入に対するアジアの割合は75.1%である.特に韓国の場合,

数量ベースに関しては輸入が輸出を上回るに至っている.

品種と仕向け先 ･供給元をクロスさせた場合には,表Ⅲ-9,表Ⅲ-10のカテゴリーで見る

限り,あらゆる鋼材について韓国からの輸入が最大であることがきわだっている.また銑鉄の

輸入については,四分の三以上が中国から輸入されている.

高級薄板類を中心としながらも,全品種にわたって一定の輸出がなされていることは,日本

51)r鉄鋼統計要覧｣1996年版,183-184頁より判断.

52)同上,186-187頁.

53)同上.

54)同上.

55)特殊鋼については,本来は独自の分析が必要であるが,ここでは省略する.ただおおまかに言えば,

高抗張力鋼など内需に比べて輸出の比重が相対的に高い品種で一貫企業のシェアが高いので,輸出向け

特殊鋼鋼材でも一貫企業の優位が推測できる.

56)表 ⅠⅠⅠ-10の構成比から計算した場合とずれているのは四捨五入の関係による.以下,若干の数値で

同じ現象が起きているが,本文の方がより正確である.

57)r鉄鋼統計要覧｣各年版より判断.



表Ⅲ-9 日本の鉄鋼輸出 (1995年)

(1000トン)

韓国 台湾 中国 その他 アジア ラテンアメリカ.アフリカ.西欧.東 北米(含 オセアニ 合計 構成比

イ ン ド マ レー フイリ シンガ アセアン旧5カ国

ネシア シア タ イ ピン ボール 計 アジア 計 中近東 欧.CⅠSメキシコ)ア (%)

鋼 塊 .半 製 品 122 126 5 6 * 10 * 2 18 2 273 0 1 360 * 634 2.9

並 条 鋼 頬 455 295 277 86 58 189 24 217 574 138 1,739 18 16 267 36 2,078 9.4厚 中 板 667 29 292 64 24 68 25 59 240 31 1,259 39 3 9 6 1,316 6.0

日通鍋鍋材 熱延薄板.帯鋼 317 366 476 148 151 437 24 98 858 136 2,153 135 * 164 74 2,526 ll.5

冷延薄板.帯鋼 176 395 797 258 446 1,023 97 118 1,942 493 3,803 9 6 294 184 4,298 19.5

電 気 鋼 板 58 95 151 7 34 56 2 22 121 39 464 7 30 25 29 554 2.5

ブリキ.ティンフリースチール 27 122 187 50 11 12 78 70 221 143 700 90 7 251 63 1,109 5.0

表面処理鋼板 353 432 512 46 340 273 52 220 931 489 2,717 90 44 253 187 3,290 14.9

鋼 管 170 94 322 51 75 95 10 115 346 102 1,034 133 245 229 338 1,977 9.0

特 殊 鋼 鋼 材 447 454 805 168 202 417 35 146 968 329 3,003 53 207 571 192 4,027 18.3

そ の 他 鋼 材 14 18 7 7 7 17 2 14 47 16 102 2 16 70 37 225 1.0

鋼 材 合 計 2,806 2,426 3,831 891 1,348 2,597 349 1,081 6,266 1,91817,247 576 575 2,493 1,14622,034 100.0

構 成 比 ( % ) 12.7 11.0 17.4 4.0 6.1 11.8 1.6 4.9 28.4 8.7 78.3 2.6 2.6 11.3 5.2 100.0

*は四捨五入すると1に満たないもの.

表面処理鋼板には,亜鉛めっき鋼板,その他表面処理鋼板を含む.

原資料 :日本鉄鋼連盟 ｢鉄鋼輸出入実績｣.
出所 :『鉄鋼統計要覧』1996年版,198-199頁.
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表Ⅲ-10 日本の鉄鋼輸入 (1995年)

ロシア三';'三 言,'V *.,7*フ:-.,Xニ その他計 合計 構成比(%)イ ン ド韓国 台湾 中国 ネシア インド アジア5カ国計

鋼塊 .半製品 150 39 132 059 379 8 2 55 * 0 124 568 8.4

也 条鋼頬 161 1 94 * 131 387 0023 0 50 86 546 8.0

Eー過 厚中板 331 95 390 33 0 848 141 0109 0 93 126 1,318 19.4
熱延薄 板 .帯鋼 1,048 281 273 150 42 1,794 14 207 125 28 27 331 2,526 37.2

鍋 冷延 薄 板 .帯鋼 702 218 13 * 0 933 026 1 * 0 18 977 14.4

鍋材 電気鋼板 9 1 000 10 0 * * 00 8 18 0.3
表面処理鋼板 464 10 2 5 0 480 * 4 * * * 15 499 7.3

鋼 管 219 3 1 * 0 223 02 * * 0 28 253 3.7

特殊鋼鋼材 47 2 3 00 51 1 2 1 1 6 34 95 1.4

鋼材計 3,129 650 907 187 232 5,105 163 244 314 29 176 769 6,799 100.0

構成比 (%) 46.0 9.6 13.3 2.8 3.4 75.1 2.4 3.6 4.6 0.4 2.6 11.3 100.0

*は四捨五入すると1に満たないもの.

構成比の計算は出所表にしたがい,小数点第1位まで有効としておこなった.

表面処理鋼板にはブリキ,ティンフリー･スチ-ル,亜鉛めっき鋼板を含む.

表に記されていない ｢その他鋼材｣というカテゴリーガがあるが,加工製品等と区別した数値を入手できない.量的にわずかであるため無視できると判断した.

原資料 :日本鉄鋼連盟 ｢鉄鋼輸入実績｣.

出所 :F鉄鋼続計要覧J1996年度,210頁.
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鉄鋼企業の国際競争力がなお全般的に高い水準にあることを反映していると見て間違いない.

しかし,同時に,厚中板,熱延薄板 ･帯鋼類という,銑鋼一貫企業が生産する品種において,

韓国をはじめとするアジア諸国 ･地域との競合が強まっていることも見逃 してはならないだろ

う.

(4)韓国の鉄鋼貿易

1995年の韓国の鋼材輸出は910万9000トン,鋼材輸入は1045万2000トンである (表Ⅲ-ll,

表Ⅲ-12).推定輸出比率は27.5%,輸入依存度は30.3%である (表Ⅲ-3).最近10年間で見

ると,1993年までは輸出入とも増大傾向にあったが,その後内需の好調に伴って輸出が減少す

る一方で輸入が増大している58).

製品別に見ると,輸出は鋼板類が全体の70.9%,特に薄板類が63.1%と極めて高い比重を占

めている.薄板類の中でも熱延帯鋼が29.5%と最大の比重を占め,続いて冷延鋼板頬が20.1%,

表面処理鋼板が11.3%となっている.薄板類の中では相対的に加工度の低い量産品である熱延

帯鋼でPOSCOが国際競争力を持っていることがあらわれている.一方,輸入品の中で最大の

比重を占めるのは鋼塊 ･半製品であり,実に輸入全体の30.4%を占めている. また銑鉄 も200

万 トンを超える輸入がおこなわれている｡韓国は,表Ⅲ-4のように,比較的製鉄 ･製鋼 ･圧

延工程のバランスがとれているのだが59),なお需要の拡大期には製銑 ･製鋼能力の不足があら

われるようである.特に製銑能力,つまりはPOSCOの高炉は公称能力をこえて稼働 してお

り00),銑鉄不足は明白である.鋼材輸入では熱延帯鋼と条鋼類が多い.条鋼類は,国内の製鋼 ･

圧延企業の投資も伸びているので,競争劣位ではなく能力不足による輸入と見られる.

輸出の仕向先では日本が35.4%と最大の比重を占めている.この他,アセアン諸国が 5カ国

合計で21.1%,北米が13.8%,中国が11.7%である.アジアの比重は80.5%と高 く,輸出市場

として要の位置にある.輸入の供給元も日本が26.8%と最大であり,中国が22.0%, ロシアが

16.0%である.アジアの比重は52.0%と輸出に比べて低く,多様な供給元から鋼材を調達 して

いることがわかる.

製品と仕向先 ･供給元をクロスさせた場合の特徴的な点を列挙すると,第一に,薄板類の中

でも,冷延鋼板類や表面処理鋼板といった高級鋼材はほとんどが日本から調達されている.特

に高度な品質を要求される分野に限られた輸入だと思われる.第二に,中国,CIS･東欧,中

南米の供給は半製品,条鋼類,熱延帯鋼などに偏っており, ロシア製 H形鋼にはダンピング

調査がおこなわれていることからみても,低価格の汎用量産品が中心であると思われる.第三

58) ｢1995年の韓国鉄鋼需給｣r日本鉄鋼輸出組合月報.J,1996年10月号,13頁より判断.

59)製鉄工程を持たない製鋼圧延企業のがスクラップ等の鉄源で操業できるならば,製鉄 ･製鋼能力のバ

ランスはそれほど問題ではない.これに対 して,製鋼 ･圧延能力バランスはより直接的に能力の過不足

をあらわす.

60)表 ⅠⅠⅠ-3と表 ⅠⅠⅠ-4から､製鉄能力を上回る銑鉄生産がなされていることがわかる｡



表Ⅲ-11 韓国の鉄鋼輸出 (1995年)

中南米.ア西欧. プリカ.オCⅠS. セオニア 合計 構成比

アセアン旧 その他 ア ジア

日本 台湾 中国 5カ国計 香港 アジア 計 中近東 東欧計 北米 計 不明 (%)

スチ 鋼塊 .半製品 180 39 89 88 030 427 0 * 10 0 0 437 4.8条鋼頬 179 86 109 354 22 33 783 34 3 29 36 5 890 9.8ー

ンレス 厚中板 .熱延薄板 329 6 180 95 7 16 634 29 * 30 19 0711 7.8熱延鋼帯 1,041 89 274 407 18 55 1,885 26 10 750 12 0 2,684 29.5

杏除く全 冷延鋼板類 698 37 243 492 146 132 1,747 20 23 7 29 0 1,827 20.1

ブリキ.ティンフリー 22 4 41 48 15 12 142 7 4 1 2 0156 1.7

電磁鋼板 10 3 13 12 5 5 48 0 2 0 0 049 0.5

鍋種 その他表面処理鋼板 441 53 42 253 47 20 856 49 7 61 60 0 1,033 ll.3
その他鋼帯 * 0 0 000 1 0 * 0* 0 1 0.0

継目無鋼管(全鋼種) 1 * 1 5 * 9 17 * * 1 1 020 0.2

溶鍛接鋼管(全鋼種) 220 1 28 93 49 35 426 30 1 303 51 * 811 8.9

ステンレス(鋼管を除く全品種) 28 34 32 30 30 3 187 2 17 49 12 0267 2.9

ワイヤー(全鋼種).合わせ鋼材 80 9 13 41 12 24 178 12 5 12 16 0223 2.5

鋼材計 3,229 363 1,065 1,918 383 374 7,332 209 72 1,253 237 5 9,109 100.0

*は四捨五入すると1に満たないもの.

アセアン旧5カ国は,インドネシア,マレーシア, タイ, フィリピン,シンガポールを含む.

アジア計にはインドを含む.

その他表面処理鋼板には亜鉛めっき鋼板を含む.

原資料 :韓国政府通関統計.

出所 :｢1995年の韓国の鉄鋼需給｣F日本鉄鋼輸出組合月報』1996年10月号,17頁より作成.
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表Ⅲ-12 韓国の鉄鋼輸入 (1995年)

(1000トン)

ロ シ ア プ ラ ジ以 外 の ル以 外EU . CⅠS . プラ の アフ ォセ ア 合計 成比

その他のア ジ ア

日本 中国 アジア 計 中近東 西欧 ロシア 東欧 北米 ジル 中南米 リカ ニア (%)

スチ 鋼塊.半製品 108 1,185 34 1,328 78 6 649 235 45 568 138 22 105 3,173 30.4条鋼頬 538 122 161 821 2 368 529 59 28 28 77 24 47 1,984 19.0

ンレス 厚中板.熱延薄板 670 300 49 1,020 5 95 204 144 14 106 0 * *1,589 15.2熱延鋼帯 334 624 53 1,010 0 46 241 160 334 39 37 41 225 2,135 20.4

杏除く全 冷延鋼板類 170 1* 171 0 3 0 3 1 * 000178 1.7

ブリキ.ティンフリー 24 0024 0 1 00* 000* 25 0.2

電磁鋼板 82 * 082 0 5 39 2 1 0000128 1.2

鍋種 その他表面処理鋼板 359 3 10 372 0 1 2 029 0* 0* 404 3.9
その他鋼帯 19 * * 19 0 2 1 0* 000023 0.2

継目無鋼管 (全鋼種) 178 20 2 200 1 43 1117 1 4 2 * 268 2.6

溶鍛接鋼管 (全鋼種) 49 10 * 59 1 3 0* 4 000* 68 0.7

ステンレス (鋼管を除く全品種) 259 33 23 315 * 97 1* 10 2 * 27 * 452 4.3

ワイヤー (全鋼種).合わせ鋼材 11 3 1 15 0 2 7 0 1 0* 0* 25 0.2

鋼材計 2,801 2,300 334 5,435 88 674 1,674 603 484 744 257 116 37710,452 100.0

*は四捨五入すると1に満たないもの.

その他表面処理鋼板は亜鉛めっき鋼板を含む.

アジア計にはインドを含む.

原資料 :韓国政府通関統計

出所 :｢1995年の韓国の鉄鋼需給｣『日本鉄鋼輸出組合月報｣1996年10月号､19頁より作成.
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に,溶鍛接鋼管が輸出超過であり,継目無鋼管は輸入超過である.これは,世界的に能力過剰

である継目無鋼管をあえて製造 しないというPOSCOの戦略を反映 している.

以上の内容から見て,韓国の輸出比率 ･輸入依存度がともに20%台にあることは,鋼塊 ･半

製品,条鋼類の輸入については主に国内供給体制の不安定性を,薄板類の輸出入については競

合とすみわけを反映している側面が強いと考えられる.韓国鉄鋼業の輸出競争力は,POSCO

の薄板類,特に熱延帯鋼のそれに依存するところが大きい.その意味では,｢後発性の利益｣

を活かしながら量産品を低コストで供給するという性格はなお顕著である. しかし,その一方

で,中国,ロシアからの輸入は,韓国鉄鋼業がもはや一部の汎用量産品では最低コストの生産

者ではないことを示 している.おそらくは,表Ⅲ-12では同一の条鋼類や熱延帯鋼となってい

ても,POSCOが供給する製品と中国,ロシアから輸入する製品にはグレー ドと用途に違いが

生じていると推測される.一定の競合関係に入りながら高級化によるすみわけを迫 られつつあ

るという点では,POSCOの立場は先進国の銑鋼一貫企業に近づきつつある.

なお台湾については分析を省略するが,基本的には韓国に近い性格を持っている.ただし,

表Ⅲ-4からわかるように,製鋼能力が熱延能力の57.5%しかなく,このことが表Ⅲ-3に記 し

たように東アジアで最大の半製品輸入を招いている.韓国に比べても,その供給体制は一定の

脆弱性を残 していると言えるだろう.

(5)小括

グループⅠ-1の企業類型 ･貿易構造分析を,供給体制の確立という見地からまとめておこ

う.日本,韓国,台湾の鉄鋼業は,銑鋼一貫企業による大量生産システムを確立 しており,港

板類を基軸とした多品種生産をおこなっている.これに,製鋼 ･圧延企業による条鋼類生産が

加わり,全体としての多品種生産が実施されている.

中でも,もっとも安定 した供給体制を確立 しているのは日本鉄鋼業である.自動車産業など

との大口ユーザーと密接な結びっさを保っており,それを通 して大量消費型生活様式を支えて

いる.また貿易面では,高級薄板類を中心としながらも,多くの品種で国際競争力を保ってい

る.ただし,傾向的には条鋼頬の輸出は減少 しており,一部薄板類の市場ではPOSCOと競合

しつつある.韓国は企業類型上の構成は日本と類似 しているが,急速な経済成長の下で,製鋼

工程や条鋼類の生産に不安定性を抱えている.薄板類については,熱延帯鋼など汎用量産品を

中心に高い競争力を誇っているが,より低グレードの中国 ･ロシアなどの製品との競合も一部

で生じている.また台湾は,製鉄 ･製鋼工程の能力不足が目立っており,韓国に比べても供給

体制に一定の脆弱性を残しているのである.以上が,日本 ･韓国 ･台湾の供給体制における共

通性と序列的な関係である.

(未完)

(1997.7.16受理)
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※校正中の補足.本稿提出直後の7月23日に第34回白石記念講座 『東南アジアの発展と鉄鋼業』

(主催 :日本鉄鋼協会)が開催された.本稿とテーマの重なる論文も多数発表されたことを付

記する.

※本稿は,1997年度科学研究費補助金<奨励研究A:課題番号09730037>を受けた ｢東アジア

鉄鋼業の生産システム配置と国際分業 ･競争の展望に関する研究｣の研究成果の一部である.
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